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１．地域医療構想について 



効率的かつ質の高い医療提供体制を構築するとともに、地域包括ケアシステムを構築すること 

 

１．新たな基金の創設と医療・介護の連携強化（地域介護施設整備促進法等関係） 

 ①都道府県の事業計画に記載した医療・介護の事業（病床の機能分化・連携、在宅医療・
介護の推進等）のため、 

  消費税増収分を活用した新たな基金を都道府県に設置  

 ②医療と介護の連携を強化するため、厚生労働大臣が基本的な方針を策定  

２．地域における効率的かつ効果的な医療提供体制の確保（医療法関係） 
 ①医療機関が都道府県知事に病床の医療機能（高度急性期、急性期、回復期、慢性期）等

を報告し、都道府県は、それをもとに地域医療構想（ビジョン）（地域の医療提供体制の
将来のあるべき姿）を医療計画において策定  

 ②医師確保支援を行う地域医療支援センターの機能を法律に位置付け  
  
３．その他  

 ①診療の補助のうちの特定行為を明確化し、それを手順書により行う看護師の研修制度を
新設 

公布日（平成26年６月25日）。ただし、医療法関係は平成26年10月以降、介護保険法関係は平成27年４月以降など、順次施行。 

 概 要 

 趣 旨 

 施行期日 
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地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための 
関係法律の整備等に関する法律（抜粋） 



改正年 改正の趣旨等 主な改正内容等 

昭和２３年 
医療法制定 

 終戦後、医療機関の量的整備が急務とされる中で、医療水準の
確保を図るため、病院の施設基準等を整備 

○病院の施設基準を創設 

昭和６０年 
第一次改正 

 医療施設の量的整備が全国的にほぼ達成されたことに伴い、医
療資源の地域偏在の是正と医療施設の連携の推進を目指したもの。 

○医療計画制度の導入 
・二次医療圏ごとに必要病床数を設定 

平成４年 
第二次改正 

 人口の高齢化等に対応し、患者の症状に応じた適切な医療を効
率的に提供するための医療施設機能の体系化、患者サービスの向
上を図るための患者に対する必要な情報の提供等を行ったもの。 

○特定機能病院の制度化 
○療養型病床群の制度化 
 

平成９年 
第三次改正 
 
 

 要介護者の増大等に対し、介護体制の整備、日常生活圏におけ
る医療需要に対する医療提供、患者の立場に立った情報提供体制、
医療機関の役割分担の明確化及び連携の促進等を行ったもの。 

○診療所への療養型病床群の設置 
○地域医療支援病院制度の創設 
○医療計画制度の充実 
・二次医療圏ごとに以下の内容を記載 
 地域医療支援病院、療養型病床群の整備目標 
 医療関係施設間の機能分担、業務連携 

平成１２年 
第四次改正 
 

 高齢化の進展等に伴う疾病構造の変化等を踏まえ、良質な医療
を効率的に提供する体制を確立するため、入院医療を提供する体
制の整備等を行ったもの。 

○療養病床、一般病床の創設 
○医療計画制度の見直し 
・基準病床数へ名称を変更 

平成１８年 
第五次改正 
 

 質の高い医療サービスが適切に受けられる体制を構築するため、
医療に関する情報提供の推進、医療計画制度の見直し等を通じた
医療機能の分化・連携の推進、地域や診療科による医師不足問題
への対応等を行ったもの。 

○都道府県の医療対策協議会制度化 
○医療計画制度の見直し 
・４疾病５事業の具体的な医療連携体制を位置付け 

平成２６年 
第六次改正 

 医療安全確保を狙いとした医療事故調査・支援センターの新設、
病床機能の分化と連携の推進を狙いとした病床機能報告制度の新
設等が行われます。 

○病床の機能分化・連携の推進 
・病床機能報告制度と地域医療構想の策定 
○在宅医療の推進 
○医師・看護職員確保対策 
○医療機関における勤務環境の改善 
○医療事故に係る調査の仕組み等の整備 
○医療法人制度の見直 

医療法の改正の主な経緯について 
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医療政策課 



政省令等の整備 

  平成２５年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成２６年度 平成３０年度 

医療・介護提供体制の見直し等に係る今後予想されるスケジュール 

同時改定 
（予定） 

基金（医療分のみ） 基金（介護分を追加） 基金 基金 

総合確保方針 

医療計画 
基本方針 

地域医療構想の 
ガイドライン（年度末） 

病床機能報告 

国 

地
方
自
治
体 

保
健
医

療
部
局 

介
護
福

祉
部
局 

連
携 

医療介護総合確保
促進法 

改正医療法 

改正介護保険法 

総合確保方針 

介護保険事業 
（支援）計画策定 

医
療
計
画 

策
定 

介
護
保
険
事
業 

（支
援
）計
画
策
定 

介護保険事業 
計画基本指針 

介護保険事業 
計画基本指針 

・2025年度まで
の将来見通しの策

定 

介護報酬改定（予定） 診療報酬改定（予定） 

基金造成・執行 
 

地域医療構想（ビジョン）の策定 

第6期介護保険事業（支援）計画 
に位置付けた施策の実施 

・2025年の医療需要と、目指すべき医療提供体制 
・目指すべき医療提供体制を実現するための施策 

・介護サービスの拡充 
・地域支援事業による在宅医療・介護連携、地域ケア 
 会議、認知症施策、生活支援・介護予防等の推進 

第6次医療計画 第７次医療計画 
第７期介護保険 
事業計画 第5期介護保険事業計画 第６期介護保険事業計画 

病床機能分化・連携の 
影響を両計画に反映 

マイナン
バー制度 

法人番号の 

通知・公表 

個人番号 

の通知 

申告書・法定調書等への法人番号の記載 

個人番号カードの交付 

順次、個人番号の利用開始 （例：社会保障分野においては、年金に関する相談・照会） 
25年５月 
番号関連 
四法公布 

平成27年10月 平成28年1月 平成29年1月 

情報提供ネットワークシステム、マイ・ポータルの運用開始 
※平成29年１月より、国の機関間の連携から開始し、 

    平成29年７月を目途に、地方公共団体、医療保険者等との連携も開始 
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策定後 

＜地域医療構想の策定＞  H27～Ｈ28 
1. 構想区域の設定（原則として、二次医療圏） 

 
2. 構想区域ごとに2025年の医療需要の推計 

高度急性期、急性期、回復期、慢性期の４機能ごとの医療需要を推計 
 

3. 医療需要に対する医療供給（医療提供体制）の検討 
主な疾病（がん、脳卒中及び心筋梗塞）ごとに確認・検討（他疾患等につい
ても、適宜、地域の実情に応じて検討） 

 
4. 医療需要に対する医療供給を踏まえた必要病床数の推計 

3.で検討された推定供給数を病床稼働率で除した数値を必要量（必要病床
数）と推計 
 

5. 2025年のあるべき医療提供体制を実現するための施策 
• 病床の機能の分化及び連携を推進するための複合的な取組及び人材の確
保・育成、在宅医療の充実 
• 医療従事者の確保・養成等 

 ・高齢化等に伴う医療ニーズの増大や、医療技術の高度化等に対応するため、医療資源を効果的かつ効率的に活用し、急性期から亜急性期、回復期、療養、在宅に至るまでの流れを
構築するため、一般病床について機能分化を進めていく。 

 ・患者が状態に見合った病床で、その状態にふさわしいより良質な医療サービスをうけることができることにつながる。 
 ・それぞれの医療機関が担っている機能が分かりやすく示されることにより、住民や患者が医療機関の機能を適切に理解しつつ利用していくことにつながる。 

＜病床機能報告制度＞  H26.10月～ 
 医療機関が、「一般病床及び療養病床」について、担っている医療機能の「現状」と「今後（６年後）の方向性」を選択し、「病棟単位」で県へ報告する。  
  ・医療機関が報告する機能 

 
 
 
 
 
 
 

   

地域医療構想の概要 

医療法改正により、医療機関からの「病床機能報告制度」の創設とともに、県による「地域医療構想」の策定が義務付けられた。 

概要 

目的 

＜協議の場（地域医療構想調整会議）の設置＞ 
・都道府県は、構想区域等ごとに、地域医療構想の達成を推進する
ため、医療関係者、医療保険者その他の関係者との協議を行う地
域医療構想調整会議を設置。 

・医療機関の自主的な取組と、地域医療構想調整会議での医療機関
相互の協議により機能分化・連携を推進。 

＜都道府県知事の権限の強化＞ 
・不足機能への転換を医療機能へ要請（公的医療機関には指示）   
・稼働していない病床の削減の要請（公的医療機関には命令） 

   
上記の要請に従わない場合は、勧告 
上記の勧告や指示・命令に従わない場合の措置 

・医療機関名の公表  
・地域医療支援病院（特定機能病院）の承認の取消  
・補助金の交付対象からの除外 

 新たな財政支援制度（基金）による支援 

高度急性期 急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、診療密度が特に高い医療を提供する機能 

急性期 急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、医療を提供する機能 

回復期 
急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療やリハビリテーションを提供する機能 
特に、急性期を経過した脳血管疾患等の患者に対し、ADLの向上や在宅復帰を目的としたリハビリテーションを集中的に提供 

慢性期 
長期にわたり療養が必要な患者を入院させる機能 
長期にわたり療養が必要な重度の障害者（重度の意識障害者を含む）、難病患者等を入院させる機能 

・併せて地域医療構想を策定する上で必要な「提供している医療の具体的内容に関する情報」を報告 

内容 

医療政策課 

5 

H27.3.31 地域医療構想策定ガイドライン（局長通知）の制定 
H27.4.1 医療法改正の施行 



都道府県計画 
（医療介護総合確保促進法第4条） 
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医療計画 
（医療法第30条の4） 

6年を1期とする医療提供体制の
確保を図るための計画 

 

介護保険事業計画 
（介護保険法第117条） 

3年を1期とする介護保険事業
に係る保険給付の円滑な実施
に関する計画 

市
町
村 

都
道
府
県 

国 

  
 
  

 
 

医療法の基本方針 

地域医療構想 
（医療法第30条の4第2項第7号） 

将来のあるべき医療体制の実現に
向け、地域の機能分化・連携を適
切に推進するビジョン 

介護保険法の 
基本指針 

 

介護保険 
事業支援計画 

（介護保険法第118条） 
 

3年を1期とする介護保
険事業に係る保険給付
の円滑な実施の支援に
関する計画 

都道府県計画 
（医療介護総合確保促進法第4条） 

 

市町村計画 
（医療介護総合確保促進法第5条） 

地域医療における計画 

１年を１期とする地域の実情
に応じて作成する医療および
介護の総合的な確保のための
事業計画 
（医療介護総合確保基金を設
置する場合は国が3/2を負
担） 

１年１期とする地域の実情に
応じて作成する医療および介
護の総合的な確保のための事
業計画 

提
出 

提
出 

 整合性の確保 

整合性の確保 

整
合
性

の
確
保 

総合確保方針 



地域医療構想の策定プロセス 

1. 地域医療構想の策定を行う体制等の整備  

2. 地域医療構想の策定及び実現に必要なデータの収集、分析及び共
有 

3. 構想区域の設定 

4. 構想区域ごとの医療需要の推計 

5. 医療需要に対する医療提供体制の検討 

6. 医療需要に対する医療供給を踏まえた必要病床数の推計 

7. 構想区域の確認 

8. 将来のあるべき医療提供体制を実現するための施策の検討 
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地域医療における会議 

 
圏域連携会議 
（医療計画作成指針  

平成２４年３月３０日付） 
・必要に応じて圏域ごとに関
係者が具体的な連携等につい
て協議する場 

 
 

 
地域医療構想調整会議 
（医療法第30条の１４） 

 

・医療機関が担うべき病床機能に関する協議 
・病床機能報告制度による情報の共有 
・都道府県計画に盛り込む事業に関する協議 
・地域医療構想の達成の推進  
 
※地域医療構想の策定段階から設置し、策定に関与する
ことが望ましい 

※協議が調わない場合は都道府県が必要に応じ措置を講
じる 

 

都道府県 

二次医療圏 

構想区域 

下部組織 
特定の議題に関する協議を継続的に実施する場合に
専門部会等を設置 

圏域
連携
会議 

 

 
 

地域医療
構想調整
会議 

 

 

地域医療対策 
協議会 

（医療法第３０条の１７） 

 

・救急医療等確保事業

に係る医療従事者の確保 
等必要とされる医療の確
保について協議 
・都道府県は参加者とし
て関係者と共に協議し、
施策を策定・公表 

都道府県医療審議会 
（医療法第７１条の２） 

・都道府県知事の諮問に応じ、
当該都道府県における医療を提
供する体制の確保に関する重要
事項を調査審議 

 
 

地域医療
構想調整
会議 

 

 

 
 

地域医療
構想調整
会議 

 

 

医療計画 

圏域
連携
会議 

 

圏域
連携
会議 

 

地域医療構想 
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議事 開催時期 参加する関係者 

通 

常 

の 

開 

催 

（
法
30

の
14

②
） 

病
床
の
機
能
分
化
・
連
携
の
推
進 

①各病院・有床診療所が担うべき 
 病床機能及びその病床数に 
 関する協議 

地域の実情に応じて、都道府県が 
随時開催 

議事等に応じ、都道府県が選定 

②病床機能報告制度による情報等 
 の共有 病床機能報告制度や地域医療介護 

総合確保基金のスケジュールを念頭 
に定期的に開催 

医師会、歯科医師会、病院団体、病院・有床
診療所の開設者・管理者、医療保険者を基本
とし、 
 
都道府県が選定 

③都道府県計画（地域医療介護 
 総合確保基金）に関する協議 

そ
の
他 

④その他の地域医療構想の達成 
 の推進（地域包括ケア、人材の 
 確保、診療科ごとの連携など） 
 に関する協議 

地域の実情に応じて、都道府県が 
随時開催 

議事等に応じ、都道府県が選定 

病
院
の
開
設
・
増
床
、 

医
療
機
能
の
転
換 

へ
の
対
応 

⑤開設・増床等の許可申請の内容 
 に関する協議 
 （法30の14③） 

医療機関が開設・増床等の許可申請 
をした場合に開催 

許可申請をした医療機関及び当該申請に係る
利害関係者 等 
を都道府県が選定 

⑥過剰な医療機能への転換 
 に関する協議 
 （法30の15②） 

医療機関が過剰な医療機能に転換 
しようとする場合に開催 

転換をしようとする医療機関及び当該転換に
係る利害関係者 等 
を都道府県が選定 

（「第４回地域医療策定ガイドライン等に関する検討会」資料を一部改変） 

地域医療構想調整会議の議事、開催時期、参加者について 

医療政策課 
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○ 都道府県は、地域医療構想の実現について、医療関係者、医療保険者等の関係者との協議を行う「協議の場」を設置。 
  医療機関相互の協議により、地域医療構想を推進していくが、協議だけでは進まない場合には、都道府県知事が以下の措置を講ず
ることができることとする。 

 
 

① 病院の新規開設・増床への対応 
○ 都道府県知事は、開設許可の際に、不足している医療機能を担うという条件を付けることができることとする。 

 
② 既存医療機関による医療機能の転換への対応 
 ［医療機関が過剰な医療機能に転換しようとする場合］ 
○ 都道府県知事は、医療機関に対して医療審議会での説明等を求めることができることとし、転換にやむを得ない事情がないと認め
る時は、医療審議会の意見を聴いて、転換の中止を要請（公的医療機関等には命令）することができることとする。 

 
 ［「協議の場」の協議が調わず、自主的な取組みだけでは機能分化・連携が進まない場合］ 
○ 都道府県知事は、医療審議会の意見を聴いて、不足している医療機能に係る医療を提供すること等を要請（公的医療機関等には指
示）することができることとする。 

 
③ 稼働していない病床の削減の要請 
○ 医療計画の達成の推進のため特に必要がある場合において、都道府県知事は公的医療機関等以外の医療機関に対して、医療審議会
の意見を聴いて、稼働していない病床の削減を要請することができることとする。 

  ※ 現行の医療法上、公的医療機関等に対しては、都道府県知事が稼働していない病床の削減を命令することができることとなって
いる。 

  
【医療機関が上記の要請又は命令・指示に従わない場合の措置】 
○ 医療機関が上記の要請に従わない場合は、都道府県知事が勧告を行う。当該勧告にも従わない場合や、公的医療機関が上記 
 の命令・指示に従わない場合には、現行の医療法上の措置（管理者の変更命令や公的医療機関への運営の指示等）に加えて、 
 以下の措置を講ずることができることとする。 
  イ 医療機関名の公表 
  ロ 各種補助金の交付対象や福祉医療機構の融資対象からの除外 
  ハ 地域医療支援病院・特定機能病院の不承認・承認の取消し 
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地域医療構想を実現する仕組み 

１．「協議の場」の設置 

２．都道府県知事が講ずることができる措置 

医療政策課 



医療政策課 

＜Ⅰ 地域医療構想の策定＞ 
１．策定を行う体制の整備 
 

２．策定及び実現に必要なデータの収集・分析・共有 
３．構想区域の設定 

 

４．構想区域ごとに2025年の医療需要の推計 
高度急性期、急性期、回復期、慢性期の４機能ごとの医療需要を推計 

 

５．医療需要に対する医療供給（医療提供体制）の検討 
主な疾病（5疾病５事業及び高齢者肺炎や大腿骨頚部骨折等）ごとに確
認・検討 
（他疾患等についても、適宜、地域の実情に応じて検討） 

 

６．医療需要に対する医療供給を踏まえた必要病床数の推計 
5.で検討された推定供給数を病床稼働率で除した数値を必要量（必要病床
数）と推計 
病床稼働率は、高度急性期75%、急性期78%、回復期90%、慢性期92% 

 

７．構想区域の確認 
 

８．2025年のあるべき医療提供体制を実現するための施策の検討 
◯基本的な考え方 

医療関係者のみでなく、介護、福祉（児童、障害等）、教育、就労等、関
係者は多岐にわたる 
→県は幅広い視点で地域医療を捉えるとともに、関連する法・制度や関係
団体の取組を活用することも含めて検討 
（特に、精神疾患や認知症対策） 

◯施策の検討 
• 病床の機能の分化及び連携を推進 
• 在宅医療の充実 
• 医療従事者の確保・養成 

 

＜Ⅱ 策定後の取組＞ 
• 構想区域等ごとに、地域医療構想の達成を推進するため、医療関
係者、医療保険者その他の関係者との協議を行う地域医療構想調
整会議を設置  

• 医療機関の自主的な取組と、地域医療構想調整会議での医療機関
相互の協議により機能分化・連携を推進 

 

＜Ⅲ 病床機能報告制度の公表の仕方＞ 
• 患者や住民に対する公表、調整会議での情報活用 

地域医療構想策定ガイドラインと本県の体制 

課題と対策＝8.実現するための施策 
 

実現に向けたPDCA＝Ⅱ 策定後の取組 

現状＝2.データ収集分析共有 

目標＝5.医療提供体制 

Ⅲ 情報見える化 

各福祉保健所 
（日本一の健康長寿県構想地域推進協議
会や地域医療体制部会等を活用） 

地域医療構想策定 
ワーキンググループ 

医療審議会 

保健医療計画評価推進部会 

地
域
医
療
構
想
策
定 

地域医療構想調整会議 

高知県医師会 
地域医療ビジョン対策委員会 

・地域医療構想についての諮問答申 

・WGからの案について、意見・評価 

・具体的に構想圏域ごとの医療提供
体制について協議 

・医師会を中心に各病院団体等が協議する場 

・医療関係者、市町村、住民患者等から広く意見
聴取し、WGと意見交換 

  （新基金についても） 

１．地域の病院・有床診療所が担うべき病床機能に
関する協議 

２．病床機能報告制度による情報の共有 

３．地域医療介護総合確保基金に係る都道府県計
画に関する協議    

４．その他（地域包括ケア、人材の確保、診療科ごと
の連携など） 

役割： 
地域医療構想の実現に向けた取組を協議すること 
（医療法第30条の14） 

都道府県は、構想区域等ごとに、地域医療構想調整会
議を設け、関係者との連携を図りつつ、将来の必要病床
数を達成するための方策その他の地域医療構想の達成
を推進するために必要な協議を行うもの 

 
構成員： 

医療法上、「協議の場」の参加者については、「診療に関
する学識経験者の団体との他の医療関係者、医療保険
者その他の関係者」とされており、医療法の当該規定に
沿って、医師会、歯科医師会、病院団体、病院・有床診
療所の開設者・管理者、医療保険者を基本とし、議事に
応じて県が選定 

 
その他調整会議に関する事項： 
専門部会やワーキンググループの設置も考えられる 

＜本県の策定体制＞ 

＜ガイドラインの概要とイメージ図＞ 



6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

医療 

審議
会・ 

医療計
画部会 

構想
WG 

医師会
委員会 

 
 
事務局 

7/16 
・地域医療構想説明 
・GL説明 
 

・病床機能報告内容
等データの活用 
・構想区域設定 
 

・国の推計必要病床
数の概算データ提供 
 

・今後のスケジュール
確認 

・目的共有 
 

・各圏域の検討状況
や機能転換の状況把
握 

・必要あれば現場調
整・支援を検討 
 
・課題抽出・整理 

・具体的な機能分化・
連携議論 
・基金事業の議論 
 

・今後のスケジュール
確認 

現状把握 
課題整理 

進捗状況把握 
情報提供 

・目的共有 
 

・病床機能報告
内容を踏まえた
進捗管理と課題
設定 

・構想策定への
最終整理 

16-

18
研
修
会 

必要病床数等を計算 国から支援ツー
ル・データブック 

適宜、開催 

・目的共有 
 
・医療需要推計 
・提供体制検討 
・必要量推計 
・構想区域確認 

・病床機能報告内容と
必要病床数の比較 
・課題抽出・整理 

・具体的な機能分化・
連携議論 
 

・今後のスケジュール
確認 

医療計画
部会（WG

進捗状況
報告、28基
金） 

・病床機能報
告（速報値）公
表 

・必要病床数
と比較検討 

・目的共有 
 

・各圏域の検討状況や
機能転換の状況把握 

・必要あれば現場調整・
支援を検討 
 
・課題抽出・整理 

・具体的な機能分化・連
携議論 
・基金事業の議論 
 

・今後のスケジュール確
認 

地域医療構想策定スケジュール（案） 医療政策課 

13-

15
研
修
会 

医療計
画部会
（構想
策定） 

医療審
（構想
策定） 

・病床機能報
告内容と必要
病床数（国概
要）の比較 

医療審
（WG進捗

状況報告、
28基金） 

四
国
内
調
整 

13-

14
研
修
会
（中
澤
・伴
） 

各保健所管内（～11月） 
●構想説明の場を設定 

 （既存の場をできるだけ活用） 

●医療介護福祉関係者、市町村関係者、地域住民より、地域の医療介護について
の具体的な不安や意見を聴取 

反映 

反映 
療養病床実態調査(仮) 

12 

平成27年7月16日現在 



13 

２．医療需要の推計について 



（「第９回地域医療策定ガイドライン等に関する検討会」資料） 

14 

医療政策課 



高度急性期機能、急性期機能、回復期機能の医療需要の考え方 

救命救急病棟等で実施するような重症者
に対する診療密度が特に高い医療から、
一般的な標準治療へ移行する段階におけ
る医療資源投入量 

急性期における医療が終了し、医療資源
投入量が一定程度落ち着いた段階におけ
る医療資源投入量 

在宅等においても実施できる医療や
リハビリテーションの密度における
医療資源投入量 

○ 高度急性期と急性期との境界点（C1）、急性期と回復期との境界点（C２）となる医療資源投入量を分析。 
○ 在宅医療やリハビリテーションに相当する医療資源投入量として見込まれる境界点（Ｃ３）を分析。 
○ C1超の患者延べ数を高度急性期機能の患者数、C1～C2の患者延べ数を急性期機能の患者数、 
 C2～C3の患者延べ数を回復期機能の患者数として計算 

15 

（「第９回地域医療策定ガイドライン等に関する検討会」資料を一部改変） 

医療政策課 



 医療資源投入量（中央値）の推移 
（入院患者数上位255のDPCの推移を重ね合わせたもの） 

 

6000 

5000 

4000 

3000 

2000 

1000 

0 
(入院後経過日数) 

医療資源投入量（点） 

○ 推計入院患者数の多い傷病小分類上位255の疾患を選び、DPCにおいて対応する255の疾患に
ついて入院後桂花実施。（当該255疾患の入院患者の合計入院数（人・日）が、全疾患の入院患者

の合計入院数（人・日）に対して占める割合は63.1%であった。） 
  

○入院初日から２～３日は、医療資源投入量が特に高い状態がある。 
 その後、一定の水準で医療資源投入量が落ち着き、安定している。 

35 



医療資源投入量 基本的考え方 

高度急性期 

急性期 

回復期 

※ 

救命救急病棟やＩＣＵ、ＨＣＵで実施するような重症
者に対する診療密度が特に高い医療（一般病棟等で実
施する医療も含む）から、一般的な標準治療へ移行す
る段階における医療資源投入量 

急性期における医療が終了し、医療資源投入量が一定
程度落ち着いた段階における医療資源投入量 

在宅等においても実施できる医療やリハビリテーション
の密度に おける医療資源投入量 

 
ただし、境界点に達してから退院調整等を行う期間の医
療需要を見込み175点で推計する。 

C1 
3,000点 

C2 
600点 

C3 
225点 

※ 在宅復帰に向けた調整を要する幅を見込み175点で区分して推計する。なお、175点未満の患者数については、慢性期機能及び在宅医療
等の患者数として一体的に推計する。 

病床の機能別分類の境界点（C1～C3）の考え方【案】 
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地域の実情に応じた慢性期機能及び在宅医療等の需要推計の考え方 

○ 慢性期機能の医療需要については、医療機能の分化・連携により、現在では療養病床で入院している状態の患者数のうち   

 一定数は、２０２５年には、在宅医療等※で対応するものとして推計する。 

   ※ 在宅医療等とは、居宅、特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、介護老人保健施設、その他医
療を受ける者が療養生活を営むことができる場所であって、現在の病院・診療所以外の場所において提供される医療を指す。 

○ その際、療養病床については、現在、報酬が包括算定であるので、行われた診療行為が分からず、医療資源投入量に基づく分析ができな
い。また、地域によって、療養病床数や在宅医療の充実、介護施設の整備状況等は異なっている。 

○ よって、医療資源投入量とは別に、地域が、療養病床の患者を、どの程度、慢性期機能の病床で対応するか、在宅医療・介護施設で対応
するかについて、目標を定めることとして、患者数を推計する。 

  その際、現在、療養病床の入院受療率に地域差があることを踏まえ、この地域差を一定の目標まで縮小していくこととする。 
○ また、介護施設や高齢者住宅を含めた受け皿となる医療・介護等での対応が着実に進められるよう、一定の要件に該当する地域について
は配慮を行う。 

現在 

２０２５年 

最小 
（構想区域） 

最大 
（構想区域） 

入院受療率 

最小（県） 

全ての構想区域が 
全国最小値（県単位）まで入院受
療率を低下する。 

構想区域ごとに入院受療率と全国最小値(県単位）と
の差を一定割合解消させることとするが、その割合
については全国最大値（県単位）が全国中央値（県
単位）にまで低下する割合を一律に用いる。 

中央値（県） 

現在 

２０２５年 

最小 
（構想区域） 

最大 
（構想区域） 

入院受療率 

最小（県） 

最小 
（県） 

最大 
（県） 

パターンA 

※ただし、受療率が全国最小値(県単位)未満の構想区域については、
平成25年（2013年）の受療率を用いて推計することとする。 

※ただし、受療率が全国最小値(県単位)未満の構想区域については、
平成25年（2013年）の受療率を用いて推計することとする。 

パターンB 

【入院受療率の地域差の解消目標】 

18 
（「第９回地域医療策定ガイドライン等に関する検討会」資料） 



⑤現時点
の老健施
設の入所
者数 

【
現
状
】 

①障害者・難
病患者数 

③一般病床
でC3基準未
満の患者数 

④現時点で訪問診療を
受けている患者数 

【
将
来
】 

慢性期機能 及び 在宅医療等 
回復期
機能 

②療養病床の 

入院患者数 
地域差
の解消 

医療区
分１の
70％ 

回復期
リハ病
棟の患
者数 

※ このイメージ図では将来の人口構成の変化を考慮していない。実際には地域における将来の人口構成によって幅の変化が起こる。 

慢性期機能及び在宅医療等の医療需要のイメージ図※ 

4-3.慢性期機能および在宅医療等の 

医療需要の考え方について 

19 
（「第９回地域医療策定ガイドライン等に関する検討会」資料） 



20 
（社会保障制度改革推進本部専門調査会「医療・介護情報の活用による改革の推進に関する専門調査会第１次報告」） 



21 
（「第９回地域医療策定ガイドライン等に関する検討会」資料） 

医療政策課 
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３．本県の状況について 
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二次医療圏 病院数 
救命救急 
センター 

中小病院割合 
(200床未満) 

 

大病院割合 
(500床以上) 

 

公的病院 
割合 

民間病院 
割合 

診療所数 
医師数 
(人口 

10万対) 
有床 

診療所数 
人口 

10万対 
有床診療所数 

（人口10万対） 

安芸 7 14.3  0 71.4% 0.0% 14.3% 85.7% 40 5 10.2  18.6 

中央 97 18.0  3 81.4% 4.1% 12.4% 87.6% 416 74 13.7  32.9 

高幡 8 14.1  0 87.5% 0.0% 12.5% 87.5% 45 3 5.3  15.5 

幡多 19 21.6  0 89.5% 0.0% 21.1% 78.9% 70 11 12.5  20.5 

県計 131 17.9 3 82.4% 3.1% 13.7% 86.3% 571 93 12.7 29.1 

二次 
医療圏 

病院 
病床数 

有床 
診療所 
病床数 

人口 
10万 
対 

病院 
一般 
病床数 

病院 
療養 
病床数 

精神 
病床 
数 

人口 
10万 
対 

公的病院 
病床数 
割合 

民間病院 
病床数 
割合 

人口 
10万 
対 

公的病院 
病床数 
割合 

民間病院 
病床数 
割合 

人口 
10万対 

 
一般 
病床数 

療養 
病床数 

安芸 941 1,924.1  349 713.6  50.1% 49.9% 176 359.9  0.0% 100% 411 840.4  51 51 0 

中央 14,526 2,694.3  6269 1162.8  45.4% 54.6% 5482 1016.8  4.1% 95.9% 2693 499.5  1225 1225 0 

高幡 986 1,739.3  326 575.0  9.2% 90.8% 442 779.7  0.0% 100% 218 384.5  63 57 6 

幡多 1,923 2,183.1  855 970.7  62.0% 38.0% 688 781.1  0.0% 100% 349 396.2  165 159 6 

県計 18,376 2,507.6 7,799 1,064.2 45.9% 54.1% 6,788 926.3 3.3% 96.7% 3,671 500.9 1,504 1,492 12 

本県の医療資源 

病院数・病床数： 平成27年4月30日現在の病院診療所について（医事薬務課調べ） 
医師数：  平成24年12月31日現在の二次医療圏ごと医師数（医師・歯科医師・薬剤師調査） 
人口：   平成27年5月1日現在高知県推計人口調査 
公的病院：  自治体、社会福祉法人、赤十字、大学、JA、生協、国立病院機構、JCHO 
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https://public.tableau.com/views/2014_60/-  

https://public.tableau.com/views/_2522/3_1  

高知県年齢区分別人口推計 

二次医療圏別年齢区分別人口推計 

二次医療圏 

人口・医療需要推計(1) 
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https://public.tableau.com/views/EstPat2013/-_1 

＜二次医療圏と患者調査に基づく簡易的な患者推計（入院）＞ 

人口・医療需要推計(2) 

高知県年齢区分別入院患者数推計 

二次医療圏別 年齢区分別入院患者数推計 
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https://public.tableau.com/views/EstPat2013/-_3  ＜二次医療圏と患者調査に基づく簡易的な患者推計（疾患別）＞ 

人口・医療需要推計(3) 



28 

医療 
機関 
所在地 

医療機能 
2025年度の医療需
要（医療機関住所地
別）（人／日） 

2025年度の医療需
要（患者住所地別）

（人／日） 

2025年度の必要病
床数（医療機関住所

地別）（床） 

2025年度の必要病
床数（患者住所地

別）（床） 

病床機能報告制度に
おける報告結果 

（2014.7.1現在） 

2025年度と 
現状の 

推計需給差 

3901: 
安芸 

高度急性期 0.0（10未満）  42.2  0.0（10未満）  56.3  0  56.3 

急性期 69.1  155.2  88.6  199.0  284  ▲ 85.0 

回復期 127.7  241.2  141.9  268.0  44  224.0 

慢性期＊ 108.7  206.2  118.1  224.1  235  ▲ 10.9 

小計 964.5  1,437.8  348.6  747.4  563  184.4 

3902: 
中央 

高度急性期 550.2  471.2  733.5  628.3  1,525  ▲ 896.7 

急性期 1,815.2  1,610.1  2,327.2  2,064.2  3,740  ▲ 1675.8 

回復期 2,401.9  2,135.4  2,668.7  2,372.7  1,262  1110.7 

慢性期＊ 3,304.5  3,100.3  3,591.8  3,369.9  5,500  ▲ 2130.1 

小計 16,903.4  15,906.7  9,321.2  8,435.1  12,027  ▲ 3591.9 

3903: 
高幡 

高度急性期 15.3  49.1  20.4  65.5  0  65.5 

急性期 122.7  206.1  157.2  264.3  247  17.3 

回復期 152.7  255.4  169.7  283.8  130  153.8 

慢性期＊ 170.8  246.6  185.7  268.1  429  ▲ 160.9 

小計 1,366.3  1,759.6  533.0  881.7  806  75.7 

3904: 
幡多 

高度急性期 42.4  65.9  56.6  87.9  6  81.9 

急性期 212.3  257.5  272.2  330.2  667  ▲ 336.8 

回復期 280.3  324.1  311.4  360.1  135  225.1 

慢性期＊ 355.4  369.2  386.3  401.3  728  ▲ 326.7 

小計 2,381.0  2,541.3  1,026.5  1,179.5  1,536  ▲ 356.5 

県計 

高度急性期 607.9 628.4 810.5 838.0 1,531 ▲ 693 

急性期 2,219.3 2,228.9 2,845.2 2,857.7 4,938 ▲ 2080 

回復期 2,962.6 2,956.1 3,291.7 3,284.6 1,571 1714 

慢性期＊ 3,939.4 3,922.3 4,281.9 4,263.4 6,892 ▲ 2629 

小計 21,615.2 21,645.4 11,229.3 11,243.7 14,932 ▲ 3688 

＜2025年の医療需要推計と現状の供給報告内容＞（必要病床数等推計ツールより） 人口・医療需要推計(4) 



第６期高知県保健医療計画（H25年度～H29年度）における基準病床数 

 
● 一般病床及び療養病床、精神病床、結核病床、感染症病床についてそれぞれ定め、病床数は省令・告示 
 に規定する算定式に基づき（一般＋療養、精神）、または国の算定式を参考に（結核・感染症）定める。 
● 一般病床は医療圏間の入院患者の（流入－流出）に1/3を乗じた数を加え、療養病床はこれを加算しない。 
  

【一般病床の計算式】                               【療養病床の計算式】 

Σ（年齢階級別人口＊退院率）＊平均在院日数＋（流入－流出）＊1/3 Σ（年齢階級別人口＊需要率）－（介護施設で対応可能な数）＋０ 
           病床利用率                           病床利用率 

29 

保健医療圏 第6期計画 既存病床数 第5期計画 既存病床数 
ー基準病床数 

高知県計 ８，４０３ 14,687 ９，５４７ ▲6,284 

安  芸 ４３６ 512 ５０９ ▲76 

中  央 ６，３７０ 11,723 ７，１４５ ▲5,353 

高  幡 ５８９ 770 ７０７ ▲181 

幡  多 １，００８ 1,682 １，１８６ ▲674 

第6期計画 既存病床数 第5期計画 既存病床数 
ー基準病床数 

高知県計 ２，４９３ 3,894 ２，７４５ ▲1,401 

第6期計画 既存病床数 第5期計画 既存病床数 
ー基準病床数 

高知県計 ６０ 107 ６０ ▲47 

第6期計画 既存病床数 第5期計画 既存病床数 
ー基準病床数 

高知県計 １１ 11 １１ 0 

（既存病床数は平成27年2月28日現在） 

一般病床 
＋ 

療養病床 

精神病床 

結核病床 

感染症病床 

医療政策課 
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DPCデータからみた現在の急性期医療提供体制(1) 

＜DPC調査参加施設(H25)の地理的配置＞ 
https://public.tableau.com/views/DPCH25-24/sheet0  



31 

＜DPC調査参加施設(H25)の 
診療実績＞ 

https://public.tableau.com/views/DPCH25-24/MDC  

DPCデータからみた現在の急性期医療提供体制(2) 
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＜脳梗塞＞ ＜クモ膜下出血、脳動脈瘤＞ ＜急性心筋梗塞、再発性心筋梗塞＞ 

＜早産、切迫早産＞ ＜（参考）誤嚥性肺炎＞ ＜胃の悪性腫瘍＞ 

運転時間に基づくカバーエリア / 厚労省DPC調査-2013(H25)年度 

凡例 

https://public.tableau.com/views/-MDC00/sheet0  

DPCデータからみた現在の急性期医療提供体制(3) 


